





























（１）日時：平成 年 月 日（土）：〜：
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平成 年度に 市（都城市、えびの市）が予定している。市町村計画は平成 年度に 

























   パネラー
    宮崎県社会福祉協議会権利擁護センター 高橋申尚
    延岡市健康福祉部高齢福祉課地域福祉係 門脇知史
    一般社団法人成年後見センターみらい  大山由美子
    都城市社会福祉協議会生活支援課長   田村真一郎
   コメンテーター
    宮崎産業経営大学法学部 准教授    村田治彦
   コーディネーター
    九州保健福祉大学 社会福祉学部 教授 川﨑順子

 パネルディスカッションでは、登壇者それぞれから 分間の報告があった。以下、概要
を示す。
宮崎県社会福祉協議会権利擁護支援センターの市民後見人養成について、法人後見支援
員として平成 年度から実施している。法人後見支援員、法人後見受任体制の構築に向け
て、それぞれの地域（自治体）における権利擁護体制の構築が求められる。社協としては
日常生活自立支援事業との連携や地域の権利擁護体制のバックアップを行なっていく（高
橋氏）。
延岡市、西臼杵 町について、①相談援助において、法律的・福祉的に高い専門性が要
求されること、②多くの関係機関との連携が求められること、③成年後見制度利用手続が
煩雑であること、④後見業務に関する相談先が少ないこと、⑤市町村に対し、法的に成年
後見制度利用促進が求められていること、以上を鑑み延岡市・西臼杵 町広域で中核機関
設置に向けて取り組む動きとなった（門脇氏）。
一般社団法人成年後見センターみらいの成り立ちを振り返ると悪徳リフォームなどへ対
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応していた救済ネットワークだけでは、対応しきれなくなった実情から専門職が結集して
法人が立ち上がった背景がある。これまで延べ 件の成年後見のケースを受任し、また、
相談は 件を超えている。今後も市民の身近なところで、成年後見制度を利用して権利
を擁護し、必要とされるすべての人の意思決定支援に関わっていく組織でありたい（大山
氏）。
都城社協が法人後見に取り組むきっかけになったのは平成 年に高齢者施設から受け
た相談からであった。当時、社協内には法人後見を実施することに対して推進派と慎重派
がいた。最初は委任（事務）契約と任意後見契約から始め、委任事務について段階的に内
容を増やしていった。局内の再編に伴い権利擁護センターが設置され、法定後見を受任す
るに至った。今後の展望と課題として、①社協が後見人として活動する意義（地域共生社
会）、②成年後見ネットワークへの参画と財源確保、③職員の更なるスキルアップ、④新た
な仕組みの構築に向けた仕掛け、以上をあげた（田村氏）。


パネルディスカッションの様子１


パネルディスカッションの様子２
- 36 -
- 37 -
- 38 -
- 39 -
催）」が回答数 （）、「成年後見制度利用支援事業の拡充」が回答数 （）、「成
年後見制度自体の見直し（後見人の権限、欠格条項など）」が回答数 （）であった
（図６）。


図６ 成年後見制度の利用促進に向けて必要な事項

（４）今後必要となる取り組み（自由記述）
 自由記述欄に書かれた内容は以下の通りである。
・宮崎県においては市民後見人活動がまだスタートしていません。宮崎という地方では若者
や子供の中央への流出などで親が地方で１人生活をしているケースが多くなっていると思
います。今後益々増えるのは確実であり後見人不足も不可避であると思います。一般人に
第三者の財産管理をさせる事について裁判所も積極的に考える時期にきているのではない
でしょうか？
・なぜ成年後見が必要なのか、難しい言葉ではなく、住民の立場で養成講座をやっていくべ
きであると思う（困難な事例、解決していけなければいけない制度であるからこそ）。
・成年後見に実際に携わっている人の声をきけるとよい。
・成年後見人の研修後の更なる育成、受任までのフォローなど（社協の活動の充実）を望む。
・ポスターなどで広める。
・誰にとっても我がことになるのだという意識付けになるような広報。
・福祉の現場の実践者（施設職員、ケアマネ、ヘルパーなど）に制度を理解して貰うように
して欲しい。
・司法修習と同じような、法的な事項をまずは公職に就いている方々（制度担当者）はもち
ろん、職に就く方々についても、制度・法律・条例などを熟知している必要がある。
・家族や施設がとらえる「後見人」の意味にバラツキがあるので、どのような立ち位置で活
動すべきか訊きたかった。
・成年後見制度は権利擁護支援の一つの手段であるため、権利擁護に対する課題や支援につ
いてスケールを大きくした研修などがあれば、参加したい。また、任意後見についても、
研修があればよい。
・海外の後見制度の取組から日本における制度の考察
・県レベルでの情報共有、会議
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７．総括

 今回のセミナーは「成年後見制度利用促進法」が施行され、各自治体で促進のための取
り組みが始められているタイミングでの開催であった。宮崎産業経営大学の村田准教授に
よる基調講演では、成年後見制度に関わる関係者（市民や専門職）が今まで以上に連携し、
地域の独自性を打ち出した施策が求められるとの課題提議があった。財政的にも社会資源
に関しても、都市部とは単純に比較できない宮崎県において、施策のどこに「魂」を入れ
るかが今後問われることになろう。
 宮崎県福祉保健部長寿介護課の有村主査は、県内の各自治体での意見交換会をもとに、
成年後見制度利用促進の行政計画策定、中核機関設置の進捗状況を報告した。綿密なデー
タによる報告は理解しやすく、先進的な自治体と、やや遅れ気味な自治体とを浮き彫りに
した。
 パネルディスカッションで登壇した各パネリストは、現在宮崎県内の第一線で成年後見
制度の普及啓発、そして実践を担っている方たちであった。宮崎県社会福祉協議会、都城
市社会福祉協議会、延岡市、一般社団法人の各担当者がそれぞれの取り組みについて報告
した。役割は異なるが制度を普及させるという目的は共通であり、今後の宮崎県の方向性
については一致していた。
 宮崎産業経営大学と九州保健福祉大学の共催に至った背景には、これまで成年後見制度
の普及啓発について、県内では法律分野と福祉分野が独自に行っていたという事情がある。
成年後見制度は法的な知識、福祉的な視点が求められるため、それぞれの分野が連携しな
ければならない。成年後見制度利用促進法では「福祉的な観点」の重要性が述べられてお
り、今後はさらに両分野の協働が必要になる。そのような流れの中で、法学部のある宮崎
産業経営大学と、社会福祉学部のある九州保健福祉大学の共催によるセミナーの開催は、
制度の利用促進には必然であった。そういう意味からも、共催を形にできたのは大きな成
果であり、今後、宮崎県独自の成年後見制度普及のあり方を形成していく足がかりとなっ
たと考えられる。
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